【２０１４年度までの活動概要】
本研究部門の設置は2012年度後期であるが、その前身として2011年3月11日に東日本大震災が発生したことを受け、2011年4月にシンポジウムを実施して東日本大震災復興支援情報コーナー（略称ERESUS）を開設し、専門領域を超えて教員と学生が協力しながら災害復興支援を考え実践する組織を立ち上げている。この組織は、専門的な調査研究だけでなく震災時・復興時におけるさまざまな後方支援や情報集約、実際のボランティア活動との連携や斡旋などの機能を果たせるようにしたものである。その活動は2012年４月に実施した総合人文科学研究センター・キックオフ・シンポジウム『東日本大震災のいま―地域生活と再生に向けての課題―』に繋がっており、またその後、このテーマは、2012年12月に早稲田大学で開催された第4回東アジア人文学フォーラムにおける共通課題『危機と再生―グローバリズム・災害・伝統文化―』にも引き継がれている。その段階での成果物としては、早稲田大学ブックレット・シリーズ「震災後」に考える（No.22, 29）他が出版されている。 

2013年度からの本研究部門の中心的な活動は、まず現代社会の危機のひとつの典型として東日本大震災がもたらした社会的な課題を明らかにすることであった。調査研究活動のフィールドは、岩手県大槌町、宮城県気仙沼市、福島県いわき市などが主であったが、それ以外にも岩手県釜石市、山田町、宮城県石巻市、福島県相双地域一帯などに広がっており、被災地全体に関する情報収集を継続的に進めてきた。それらの調査研究は、研究部門の全体の会議・研究会（2013年度6回／2014年度１回）での報告に加えて、個別テーマを据えたワーキンググループ単位での研究会を適宜開催して（計20数回）報告をしあうことで、実質的な成果に繋げてきた。また、研究部門が共催・後援する各種の学会活動を催すことで、文学学術院を超えて研究活動のアピールをしてきた。例えば、2014年5月10・11日地域社会学会開催（シンポジウム『災害復興のビジョンと現実--ポスト 3.11 の地域社会学を考える--』／早稲田大学にて開催／共催 ）、2014年11月29・30日関東都市学会（東北都市学会との共催）秋季大会開催（シンポジウム『いわきの震災復興と＜都市＞形成―地域開発の歴史を踏まえて―』及びいわき・双葉郡エクスカーション／いわき市にて開催／企画・コーディネート・司会などを担う／後援）、2015年3月14日シニア社会学会研究会合同シンポジウム開催（テーマ『あれから5年～私たちはフクシマを忘れない』／豊島区にて開催／共催）などである。その他、メンバーが研究部門テーマと関連して報告したものとして、世界社会学会第18回大会（XVIII International Sociological Association World Congress of Sociology (July 13-19, 2014)／横浜にて開催 ）、2014年7月20日日本学術会議主催学術フォーラム「減災の科学を豊かに—多様性・ジェンダーの視点から--」、2015年3月国連防災世界会議（仙台にて開催）、2013年および2014年の2年間にわたる日本社会学会大会報告などがある。

この間、調査研究活動以外にも、各種の学会活動やテーマ別の学内ネットワークなどを通じて各種団体と定期的に情報交換の機会をもってきたが、そうして得られ収集した情報（とくに東日本大震災関連の文献情報や各種資料）は、書籍などの形で保管するとともに、新聞・雑誌記事、ニュースレター、パンフレットなど資料類の一部についてはデジタル化を進め、書誌情報や電子ファイルの形にして研究部門内で共有できるデータベースにする作業を進めてきている。
現在、個別テーマを据えたワーキンググループとしては、東日本大震災によって被害を受けた被災地の調査研究、コミュニティ支援の担い手の養成・研修に関する研究、過疎化と高齢化が進行する地域社会の将来像を災害との関係で探る研究などが活動中である。それらの経験的研究や地域実践等を踏まえながら、現代社会の危機のメカニズムを理論的な側面から解明し、リスク社会において必要とされる「共生」のあり方を探り、新たな共生社会論の構築をめざす枠組みを考察していくというのが、研究部門としての中長期的な目標になる。
*********
研究概要の項で記載した東日本大震災復興支援情報コーナー（略称ERESUS）[活動内容は、 https://sites.google.com/site/wasedaeresus/ を参照]は、東日本大震災直後に当研究員と大学院生を中核のメンバーとし学部生を巻き込んで活動していく形態をとり、ここで開催された多くのシンポジウムや事業は、当研究部門のメンバーが多く参加して中核的な役割を果たした。それを引き継いだ当研究部門は、研究組織としてだけでなく、大学と社会が対峙する時空間や局面を多くつくり、ボランティアと研究者との交流の機会や大学の社会貢献活動に多面的に寄与してきた。
当研究部門の被災地での活動としては、地域住民を主体とした大槌町安渡地区の防災計画づくりに3年以上関わっており、そうした地域活動を基盤に、浦野は大槌町東日本大震災検証委員会でも外部専門委員として中核的な役割を果たした（それらの成果は、安渡町内会防災計画づくり検討会『安渡地区津波防災計画--東日本大震災の教訓を次世代に継承する--』2013年3月、大槌町東日本大震災検証委員会編『大槌町東日本大震災検証報告書』大槌町2014年3月などを参照）。この事例は、平成２６年版防災白書に全国のモデル事例として紹介され、2015年3月の国連防災世界会議のイベントでも住民による報告が行われ注目された。また、大槌町で実施している「生きた証プロジェクト」（2014～2015年度／震災・津波で亡くなった方に関して遺族への全数ヒアリング調査企画／岩手大学麦倉研究室受託／調査協力）に協力調査研究員などとして関わっている。その他、宮城県気仙沼市や福島県いわき市においても、地域支援のネットワークや住民団体との恒常的な関係を築き、地域との連携により、研究とともに被災地域の長期的な支援を並立させているところに、この研究部門の特徴がある。

研究成果や学術的な波及効果については、研究概要に記載した通り、研究部門が共催・後援する各種の学会活動を催すことで、文学学術院を超えて研究活動のアピールをしてきた。国際的な研究交流や発信という点でも、先述した世界社会学会や国連防災世界会議等での報告、英文論文の公表などを機に交流を進めているほか、災害研究の先駆けとなったDisaster Research Center (University of Delaware) とは50周年記念イベント（2015.5.開催）などに参加するなど、恒常的な研究交流を続けている。
こうした研究活動を通じて若手研究者は確実に育ってきており、その研究実績も2014年および2015年の2年間にわたる日本社会学会大会報告をはじめとする学会共同報告、共著論文執筆などの形であがってきている。こうした若手研究者が、他大学や研究機関とのさまざまな研究連携を介して、これまでの研究の延長として相手側での客員研究員や非常勤講師に嘱任される形も出ている（いわき明星大学客員研究員、岩手大学講師等）。

また、この研究部門のワーキンググループであるコミュニティ支援の担い手の養成・研修に関する研究グループでは、地域支援の人材育成プログラムの開発に積極的に取り組んでおり、研究部門として、早稲田大学ジェンダー研究所のシンポジウム「支え合う力とジェンダー：2年目の福島からの声」（2013年11月16日開催）を後援したほか、早大生ケアスタッフチーム・特定非営利活動法人新宿ライフケアセンター・新宿おひさまの会との共催で映画「震災と障害者」の上映会とミニシンポジウム（2014年1月25日開催）等を実施している。その他、浅野幸子招聘研究員は、内閣府防災ボランティア検討会メンバー、東京都災害ボランティアセンター検討会委員、東京都港区をはじめとするその他市区町村の防災会議委員として実際の支援システム構築に向けて活躍するほか、東日本大震災女性支援ネットワークの事業コーディネーターとして、被災地内外の各地へ講師派遣の仕事をするとともに自ら研修の講師として赴き、直接人材育成にあたっている。その活動や成果は、2015年3月の国連防災世界会議でも紹介された。土屋耕平招聘研究員は、ニッセイ財団の高齢社会先駆的事業助成を受け、「住民主体の傾聴・見守りのしくみづくり－大槌町仮設団地での福祉コミュニティ形成事業」（2012年10月～2015年3月、事業主体は特定非営利活動法人鷹ロコ・ネットワーク大楽）を実施しており、研究協力者の立場で事業全体のコーディネートをしている。この事業は、仮設団地などに居住する高齢者の孤立防止や日常生活の不安軽減のため、被災地において地元の傾聴ボランティアを養成し、住民自身が生活復興の担い手として活動するしくみをつくることを目的としており、２０１４年２月より町内の特別養護老人ホームなどの高齢者施設で傾聴ボランティアを開始し、「大槌傾聴ボランティアひまわり」という団体を立ち上げ現地活動を展開している。また、松村治招聘研究員は、山形県で毎月行われる「支援者のつどい」に参加し、福島からの避難者を対象にした心理的な支援のありかたやしくみについて調査を進めており、行政担当者、社会福祉協議会生活相談員、避難者からの聞き取りを続けるとともに、復興庁が行う支援情報説明会などで講演を行っている（「日々の暮らしの中で心と身体の健康を考える」2014.1.16.於山形市保険センター他）。

その他、過疎化と高齢化が進行する地域社会の将来像を災害との関係で探る研究では、シニア社会学会「災害と地域社会」部会（長田攻一主査）と連携しながら、ほぼ月1回のペースで過疎化と高齢化が進行する被災地における復興や地域社会の将来像などについての研究会を重ねている。この研究会の成果は2015年5月に報告書として刊行され、2016年度も同時期の刊行が予定されている。2015年3月14日開催されたシニア社会学会研究会合同シンポジウムでは、坂田正顕名誉教授による講演が行われている。シニア社会学会は、企業を退職した一般市民が多く参加しており、研究者自身も退職後研究を生涯続けて、高齢型社会を多面的にとらえるとともに市民活動をする団体としてユニークな活動を行っており、その一角をこの研究部門も担っているのである。
【出版・研究会・講演会等】
・浦野正樹・岡芳明・鈴村興太郎・濱田政則,『災害に強い社会をつくるために』（早稲田大学ブックレット「震災後」に考える No.22) 早稲田大学出版部　2012年9月 139頁.

・川副早央里・浦野正樹,「原発災害の影響と復興への課題--いわき市の地域特性と被災状況の多様性への対応--」『日本都市学会年報』　Vol.45  2012年5月　pp.150-159

・浦野正樹,「東日本大震災の災害過程にみる生活困難の諸相---過疎地域における脆弱性形成のメカニズムと復元＝回復力をめぐって---」『社会学年誌』第54号（早稲田社会学会）2013年3月　pp.33-51

・安渡町内会防災計画づくり検討会,　『安渡地区津波防災計画--東日本大震災の教訓を次世代に継承する』　2013年3月

・和田修一「後期近代社会における世代間格差と世代間共生」『文学研究科紀要』58輯、2013年3月

・川副早央里「被災者の分断と葛藤---いわき市の場合」『教育』No.806　教育科学研究会　2013年3月

＜学会報告＞
・川副早央里・浦野正樹,「原発事故の災害過程における都市機能の復旧・復興の現状と課題」地域社会学会大会2012.5.13　慶應義塾大学

・野坂真、浦野正樹、川副早央里,「津波被災地域における災害過程と過疎地域の復興に向けた考察—大槌町を中心として---」日本社会学会　2012年11月3～4日　於：札幌学院大学

・川副早央里、浦野正樹、野坂真,「いわき市における避難状況の位相と避難生活上の課題に関する考察」日本社会学会　2012年11月3～4日　於：札幌学院大学
*********
・浦野正樹・野坂真・吉川忠寛・大矢根淳・秋吉恵,『津波被災地の500日—大槌・石巻・釜石にみる暮らし復興への困難な歩み』（早稲田大学ブックレット「震災後」に考える No.29）2013年4月125ｐ.
・岡本智周『共生社会とナショナルヒストリー―歴史教科書の視点から』勁草書房、2013年7月 218ｐ．

・浦野正樹「東日本大震災における災害過程と脆弱性に関する一考察--危険認知の観点から--」『早稲田大学文学研究科紀要』　Vol.59（第1分冊）　2014年3月
・土屋耕平「地域包括支援センターと福祉コミュニティ形成－地域包括ケアでの行政責任」『プロジェクト研究（早稲田大学総合研究機構誌）』第９号、2014年3月

・川副早央里「原発避難者の受け入れをめぐる状況—いわき市の事例から-」『環境と公害』Vol.42 No.4 日本環境会議2013年4月

・松村治, 岩満優美, 竹村和久, 　継続的に行った公園散策による気分と描画の変化.　ストレス科学, 28(1), 53-67, 2013
＜学会報告＞

・浦野正樹「危険性の判断や認知／避難過程と避難生活／地域生活のイメージの再構築？—-津波被災地区の事例を中心に--」　地域社会学会シンポジウム報告2013年5月12日
・浦野・野坂・川副,「東日本大震災における＜住民生活を支える諸機能＞の再編過程」「津波被災地域における住民生活を支える諸機能の再編過程―大槌町における長期の社会的時間軸に注目して―」「原発事故による避難地域の＜住民生活を支える諸機能＞の再編過程―発災から仮設生活段階におけるいわき市の状況―」,日本社会学会（2013年10月12日-13日、於：慶應義塾大学）.
・浦野・川副（企画・コーディネート・司会）,「栃木市の伝統の再発掘と地域活性化」関東都市学会秋季大会シンポジウム（2013年11月30日／後援：栃木市、栃木市教育委員会）
*********
・浦野正樹「津波被災地域の復旧・復興過程における課題--災害イメージの忘却・固定化と地域生活イメージの再構築の葛藤のなかで--」　『地域社会学会年報』Vol.26　2014年5月, pp11-28.

・シニア社会学会『「災害と地域社会」研究会2013年度報告書』2014年5月

･Masaki URANO, Saori Kawazoe, Shin Nozaka, 　 ‘Reorganization of Facilities that Support the Lives of Residents in the Great East Japan Earthquake—Focus on the Function and Role of Local Government and Community Support Groups—‘, in “Sociology in the Post-Disaster Society”, Grant-in-Aid for Scientific Research (A) –Reconstruction from the East Japan Earthquake--, June 2014, pp.22-32.

・Saori Kawazoe, Masaki URANO, Shin Nozaka,　‘The Complex Disaster and its Damage and Social Impact on Society –The Case of Iwaki City’, in “Sociology in the Post-Disaster Society”, Grant-in-Aid for Scientific Research (A) –Reconstruction from the East Japan Earthquake--, June 2014, pp.80-94.

・川副早央里「原子力災害後の政策的線引きによる軋轢の生成――原発避難者を受け入れる福島県いわき市の事例から--」RILAS　Journal No.2, 2014年10月, pp.19-30.

・川副早央里・浦野正樹「いわき市へ避難する原発避難者の生活と意識」吉原・仁平・松本編『東日本大震災と生活世界の変容』六花出版, 2015年3月, pp.521-543.

・川副早央里・浦野正樹「複合災害下における被害の実相と被災者意識の生成・再編成」鎌田薫監修早稲田大学震災復興研究論集編集委員会編『震災後に考える--東日本大震災と復興過程92の分析と提言--』早稲田大学出版部　2015年3月, pp.113-128.

・野坂真・浦野正樹「津波避難地域の安全対策と地域社会の持続可能性」鎌田薫監修『震災後に考える』早稲田大学出版部　2015年3月, pp.129-140.

＜講演・シンポジウム等＞
・地域社会学会（シンポジウム『災害復興のビジョンと現実--ポスト 3.11 の地域社会学を考える--』／早稲田大学にて開催／研究部門共催 2014年5月10・11日

・関東都市学会（東北都市学会との共催）秋季大会（シンポジウム『いわきの震災復興と＜都市＞形成―地域開発の歴史を踏まえて―』及びいわき・双葉郡エクスカーション／いわき市にて開催／企画・コーディネート・司会など／後援）2014年11月29・30日

・シニア社会学会研究会合同シンポジウム開催（テーマ『あれから5年～私たちはフクシマを忘れない』／豊島区にて開催／共催）2015年3月14日

・日本学術会議主催学術フォーラム「減災の科学を豊かに—多様性・ジェンダーの視点から--」2014年7月20日

・浦野・川副・野坂共同報告（3本）「東日本大震災における地域の再編過程と地域開発の磁場」「津波被災地域における＜住民生活を支える諸機能＞の再編に関する考察」「浜通り地域の＜住民生活を支える諸機能＞の再編と＜都市＞形成」日本社会学会第86回大会（神戸大学）2014年11月

その他、学会での研究報告としては、2014年7月に横浜にて開催される世界社会学会第18回大会（XVIII International Sociological Association World Congress of Sociology (July 13-19, 2014) ）において当研究所の関係者の報告を複数実施した。（“Social conflict in the community hosting evacuees of nuclear-disaster in Fukushima: a case study of Iwaki City” by Saori Kawazoe, “Reconstructing Processes of Risk Awareness/Regional Development at Tsunami Disaster: In a case of Otsuchi-Town Before-After Great East Japan Earthquake” by Shin NOZAKA）
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